
公表資料 

 

指定特定相談支援事業者及び指定障害児相談支援事業者の 

指定取消処分について 

令和６年１１月２１日 

倉敷市社会福祉部障がい福祉課 

 

下記の指定特定相談支援事業者及び指定障害児相談支援事業者に対し、障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」

という。）及び児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に基づき、次のとおり指定取消

処分を行いました。 

 

１ 対象事業者 

法人名 合同会社日本総合マネジメント  代表社員 金岡靖典 

所在地 倉敷市水島南亀島町１２－１９ 

２ 対象事業所  

相談支援事業所Ａｍｏｒｅ（特定相談支援：３３３０２００５２２） 

（障害児相談支援：３３７０２６００３０） 

事業所所在地       倉敷市新田２４３４－１大建アーバンハイツ１０１号室 

サービスの種類      指定特定相談支援、指定障害児相談支援 

指定年月日        令和２年９月１日 

３ 指定取消日 

  令和６年１２月３１日 

４ 処分の理由 

【特定相談支援】 

（１）不正請求【法第５１条の２９第２項第５号該当】 

   令和４年４月１日から令和５年１２月３１日までの間、相談支援専門員が行うべき業務を

相談支援専門員ではない法人代表者が一人で行い、計画相談支援給付費２６２，４２０円を

不正に請求し、受領した。 



（２）虚偽報告、虚偽答弁【法第５１条の２９第２項第６号及び第７号】 

   監査において、法人代表者及び管理者が虚偽の報告を行い、また、質問に対し虚偽の答弁

を行い、検査の妨害を行った。 

 【障害児相談支援】 

（１）不正請求【児童福祉法第２４条の３６第５号】 

   令和４年４月１日から令和５年１２月３１日までの間、相談支援専門員が行うべき業務を

相談支援専門員ではない法人代表者が一人で行い、障害児相談支援給付費２７，５２０円を

不正に請求し、受領した。 

（２）虚偽報告、虚偽答弁【児童福祉法第２４条の３６第６号及び第７号】 

   監査において、法人代表者及び管理者が虚偽の報告を行い、また、質問に対し虚偽の答弁

を行い、検査の妨害を行った。 

５ 欠格事由該当者 

合同会社日本総合マネジメント  代表社員 金岡靖典 

６ 経済上の措置（給付費の返還） 

   当該事業者が不正に受領した給付費について、法第８条第２項及び児童福祉法第５７条の

２第２項の規定により加算金（４０％）を加えた額の返還を求める。 

（１） 計画相談支援給付費  ２６２，４２０円 

（２） 障害児相談支援給付費  ２７，５２０円 

（３） 加算金（40/100）   １１５，９７６円 

     合 計        ４０５，９１６円 

 

 

 


